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関係法令の改正に伴い、令和7年４月以降、 農地の売買・貸借は、

原則として北海道農業公社(農地バンク)経由になりました

農地を売買・貸借される皆様へ

令和7年４月以降の農地の権利設定手法

出し手
（所有者）

受け手
（耕作者）

農業公社
(農地バンク)

経由

（注）農業委員会のあっせん等に基づく農地法第３条の売買・貸借も従前どおり行うことができます

≪買入・借入≫ ≪売渡・貸付≫

農地の売買・貸借の仕組みが変わりました！

区 分 手 数 料

出し手 買入価格の２％

受け手 売渡価格の１％

区 分 手 数 料

出し手 負担なし

受け手 負担なし

農地売買等事業(即売りタイプ)

【売　　買】 （税別） （税別）【賃　　貸】

　　　中間管理事業事業

農業公社（農地バンク）が行う事業の特長及びメリット措置について

売買(農地売買等事業)

◎ 土地売買代金は、農業公社からの支払いになります。

◎ 農業公社から売渡しを受ける際の所有権移転登記申請手続きは公社が行います。
登記申請における登記手数料の負担はありません。※ 実費（登録免許税）は別途ご負担いただきます。

≪ 出 し 手 ≫
【譲渡所得税に係る特別控除制度】 ※農地を売った場合の課税の特例（譲渡収入金額からの特別控除）

◎ 農用地区域内の土地等を農業公社に譲渡（促進計画）した場合
⇒ 800万円の特別控除（租税特別措置法第３４条の３第２項第２号）

農業委員会のあっせん等により農用地区域内の土地等を譲渡（農地法第３条の売買も含む）した場合の
800万円の特別控除（租税特別措置法第３４条の３第２項第１号）も従前どおり活用できます。

◎ 農用地区域内の農用地を買入れ協議に基づき農業公社に譲渡（促進計画）した場合
⇒ 1,500万円の特別控除（租税特別措置法第３４条の２第２項第25号）

（注）「貸付タイプ」のみ適用

≪ 受 け 手 ≫
【不動産取得税の特例措置】

◎ 課税標準額の1/3を控除（本則４％からの軽減措置）・・・ 地方税法附則第１１条第１項
（農用地区域内の農用地等に限る）

【登録免許税の特例措置】
◎ 課税標準額×1％（本則２％からの軽減措置）・・・ 租税特別措置法第７７条

（農用地区域内の農用地等に限る）

農地売買等事業の特長

農地売買等事業のメリット措置 ※ メリット措置については各種要件を満たす必要がある場合があります



（１）農業経営基盤強化促進事業（農用地利用集積等促進計画）による所有権移転又は利用権設定実績

所有権移転 利用権設定 合計

件数
面積
（ha）

件数
面積
（ha）

件数　
面積
（ha）

中　央 40 228.24 51 646.58 91 874.82

中士別 3 17.82 7 85.47 10 103.29

上士別 7 39.16 22 180.42 29 219.58

多　寄 0 0.00 16 322.41 16 322.41

温根別 2 0.41 16 78.89 18 79.30

朝　日 12 48.43 19 120.20 31 168.63

合　計 64 334.06 131 1433.97 195 1768.03

(２)離農戸数 （戸）

中　央 中士別 上士別 多　寄 温根別 朝　日 合　計

4 0 2 1 1 3 11

令和７年度農地移動実績

地区名

令和７年４月１日～令和８年３月３１日（総会決定分）

令和７年度 士別市農業奨励賞受賞

士別市農業奨励賞は優れた営農に
取り組み、地域のリーダー的立場で
あったり、グリーンツーリズムや景
観保全・愛食運動など農村地域の活
性化に向けた地域活動に取り組んで
いる農業者等を表彰するものです。
令和７年度は朝日町の櫻田克明さ
んが表彰されました。



●発行日 週１回（金曜日）

●発行所 全国農業会議所

●購読料 新聞本紙　月900円（送料・税込）

電子版　　月700円（税込）　　　

農地を住宅・倉庫・駐車場・資材置き場等
の農地以外にする場合（農地転用）には、農
業委員会の許可が必要です。
個人で所有している土地であっても許可な
く無断で農地を転用した場合や、許可通りに
転用していない場合は、農地法に違反するこ
ととなり、工事の中止や原状回復の命令がさ
れる場合があります。（悪質な場合3年以下
の懲役または300万円以下の罰金）

転用をする場合は、事前に農業委員会へご
相談ください。

全国農業新聞の購読について

全国農業新聞は地域農業者の代表機関
である農業委員会のネットワークが発行
する週刊の農業総合専門紙です。
農業者の「経営と暮らしに役立つ」
ホットな情報を毎週金曜日にお届けしま
す。
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農地転用には許可が必要です


